
（別紙１） 

放射性物質の循環に関する実態調査検討委員会設置要綱 

 

第１条（目的） 

本要綱は、福島第一原発事故（以下「原発事故」という。）により放出された人

工放射性物質（以下「放射性物質」という。）が本県に与える影響等について、体

系的かつ効果的に調査を進めるために新潟県が設置する生態系等放射性物質調

査・検討事業の専門委員会（以下「委員会」という。）に関する必要事項を定めた

ものである。 

 

第２条（委員会の委員の選任等） 

１ 委員会の委員（以下「委員」という。）は、事業の実施者である新潟県により任

免される。 

２ 委員の任期は、１年間とする。 

 

第３条（委員会の運営） 

１ 委員会には、委員長を置く。 

２ 委員会は、委員長の招集に基づき会議を開催する。 

３ 会議は、３分の２以上の委員の出席をもって行われる。なお、委員長への委任状

の提出のあった欠席委員については、出席とみなす。 

４ 委員会における決定は、原則として、コンセンサス方式により行なう。 

５ 委員会は、必要に応じて、電磁的方法又は書面により決定を行うことができる。 

 

第４条（委員会の業務） 

委員会では、次に掲げる事項を検討・評価し、その結果を県に報告する。 

１ 放射性物質の挙動及び人体への影響等に関すること 

（１）原発事故により放出された放射性物質の本県への流入又は持ち込まれるルート

に関すること 

（２）本県に流入等した放射性物質の自然界における移行、蓄積等の放射性物質の挙

動に関すること 

（３）原発事故による本県への影響を把握するために県が実施した調査結果 

（４）上記（１）（２）（３）を踏まえた放射性物質による人体への影響に関するこ

と 

２ 重点項目の選定等に関すること 

上記１の各項目の結果、県が実施した放射能調査結果及び他都道府県での放射性

物質が検出されている状況等を踏まえた調査すべき重点項目の選定及び調査方法

に関すること 



 

第５条（事務局） 

委員会の事務局は、新潟県防災局原子力安全対策課に置く。 

 

第６条（その他） 

本要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し、必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定める。 

 

附則 

本要綱は、平成24年５月11日から施行する。 

本要綱は、平成25年10月１日から施行する。 

本要綱は、平成29年４月１日から施行する。 
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